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はじめに 

人 口 減 少 や 少 子 高 齢 化 の 進 展 、 社 会 保 障 関 係 費 の 増 大 、 公 共

施 設 の 老 朽 化 へ の 対 応 等 に よ り 、 依 然 と し て 厳 し い 財 政 状 況 の

中 で 、 多 様 化 ・ 複 雑 化 す る 市 民 ニ ー ズ に 適 切 に 対 応 す る こ と が

求 め ら れ て い ま す 。  

こ う し た 状 況 下 で 、 行 財 政 改 革 に お い て は 、 こ れ ま で 継 続 し

て 取 り 組 ん で き た 職 員 の 定 員 管 理 や 給 与 の 適 正 化 等 の 「 量 的 」

改 革 が 定 着 す る 中 で 、 前 例 に と ら わ れ る こ と な く 、 市 民 が 満 足

す る 行 政 サ ー ビ ス を 、 よ り効果 的・効 率的 に提供でき る「 質 的 」

な 改 革 を 推 進 し て い く 必 要 が あ り ま す 。  

本 市 の 発 展 や 市 民 生 活 の 充 実 を 図 り 、 持 続 可 能 な 行 財 政 運 営

や よ り 質 の 高 い 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 を 行 う た め 、 行 政 を 経 営 す

る と い う 視 点 を 持 ち 、 全 庁 的 に 行 財 政 改 革 に 取 り 組 ん で ま い り

ま す 。  

第１章 これまでの改革の取り組み  

１ .こ れ ま で の 行 財 政 改 革 の 取 り 組 み と 成 果  

（ １ ） 第 １ 次 ・ 第 ２ 次 行 財 政 改 革 大 綱 の 取 り 組み と 成 果 

本 市 で は 平 成 18年 度 か ら 平 成 22年 度 ま で は 第 １ 次 行 財 政 改 革

大 綱 、 平 成 23年 度 か ら 平 成 27年 度 ま で は 第 ２ 次 行 財 政 改 革 大 綱

を 策 定 し 、取 り 組 ん で ま い り ま し た 。そ の 主 な 内 容 は 次 の と お り

で す 。  
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〇 第 １ 次 小 美 玉 市 行 財 政 改 革 大 綱 （ 平 成 18年 度 ～ 平 成 22年 度 ）  
基 本 理 念   「 簡 素 で 効 率 的 な 行 政 の 実 現 」  

「 行 政 サ ー ビ ス の 質 の 向 上 」  

 

〇 第 ２ 次 小 美 玉 市 行 財 政 改 革 大 綱 （ 平 成 23年 度 ～ 平 成 27年 度 ）  
基 本 目 標   「 市 民 と 協 働 に よ る 行 政 経 営 の 推 進 」  

 

（ ２ ） 第 ３ 次 行 財 政 改 革 大 綱 の 取 り 組 み と 成 果 

平 成 28年 度 か ら 令 和 ２ 年 度 ま で を 推 進 期 間 と し 、「 市 民 と の 協

働 に よ る 行 政 経 営 の さ ら な る 推 進 」を 改 革 の 基 本 目 標 に 掲 げ 、発

展 す る 地 域 社 会 の 実 現 と 市 民 生 活 の 満 足 度 の 向 上 、社 会 の 変 化 に

対 応 し た 最 適 な 公 共 サ ー ビ ス が 迅 速 に 提 供 で き る 質 の 高 い 市 政

の 実 現 に 努 め て ま い り ま し た 。45項 目 の 実 施 計 画（ チ ャ レ ン ジ プ

ラ ン ） に 取 り 組 み 、 小 美 玉 温 泉  湯 ～ Ｇ Ｏ ！ （ 小 美 玉 温 泉 こ と ぶ

き ）や タ ス パ  ジ ャ パ ン ミ ー ト  パ ー ク（ 玉 里 運 動 公 園 及 び 玉 里 海

洋 セ ン タ ー ）、 小 川 海 洋 セ ン タ ー の 指 定 管 理 者 制 度 の 導 入 等 を 進

め る こ と が で き ま し た 。   

主 要 事 項 主な取り組みと成果 
１.行政の担うべき役割の重点化 
２.行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能と

する組織 
３.職員の定員管理及び給与の適正化 
４.人材育成の推進 
５.公正の確保と透明性の向上 
６.電子自治体の推進 
７.自主性・自律性の高い財政運営の確保 

・80件の実施計画 

主要取組 
・外部・民間委託の活用 
・定員管理の適正化 
・市税等徴収率向上 
・補助金等の適正化 
・80件中44件について目標達成 
・財政効果11億9,038万円 

基 本 方 針 主な取り組みと成果 
１.市民主体によるまちづくりの推進 
２.効率・効果的な行財政システムの構築 
３.時代に即応した行財政運営の確立 

・74件の実施計画 

主要取組 
・定員管理の適正化 
・市税等の収納率向上 
・公共工事のコスト縮減 
・指定管理者制度への移行 
・74件中44件について目標達成 
・財政効果9億3,337万円 
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第２章 本市を取り巻く環境 

１ .人 口 減 少 と 少 子 高 齢 化 

国 勢 調 査 に 基 づ き ５ 年 ご と の 総 人 口 の 推 移 を み る と 、 平 成

12年 を ピ ー ク に 減 少 が 続 い て い ま す 。 令 和 元 年 の 合 計 特 殊 出

生 率 は 全 国 で 1.36、 茨 城 県 は 全 国 で 33番 目 の 1.39と 減 少 傾 向

に あ り 、 今 後 も 人 口 は 減 少 し て い く と 予 測 さ れ て い ま す ※ 1。  

 本 市 で は 「 第 ２ 期 小 美 玉 市 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦

略 」 を 策 定 し 、 人 口減少 対策や 定住 促 進に 取 り 組 ん で い ま す 。  

 

 

 

 

                                                   
※ 1 出 典 ： 厚 生 労 働 省 「 令 和 元 年 (2019)人 口 動 態 統 計 月 報 年 計 (概 数 )の 概 況 」  
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※ 平 成 2 7 年 ま で は 「 国 勢 調 査 」 の デ ー タ に 基 づ く 実 績 値 、 令 和 2 年 以 降 は 「 国 立 社 会
保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 」 の デ ー タ に 基 づ く 推 計 値  
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２ ． 本 市 の 財 政 状 況  

〇 歳 入  

 平 成 23年 度 か ら の 推 移 を み る と 総 額 で 約 29.3億 円 、 約 12.7％

の 増 額 と な っ て い ま す 。 歳 入 の 主 で あ る 市 税 の 推 移 を み る と 、

約 10.9％ 増 額 と な っ て い ま す 。 こ れ は 市 税 徴 収 率 の 向 上 等が 要

因 と 考 え ら れ ま す 。 今 後 、 人 口 減 少 に よ り 税 収 が 下 が る こ と が

予 想 さ れ ま す 。  
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〇 歳 出  

 平 成 23年 度 か ら の 推 移 を み る と 総 額 で 約 36.1億 円 、 約 16.8％

の 増 額 と な っ て い ま す 。 義 務 的 経 費 （ 人 件 費 、 扶 助 費 ※ 2、 公 債

費 ※ 3） の う ち 、 人 件 費 に つ い て は 、 定 員 適 正 化 計 画 や 行 財 政 改

革 で の 取 り 組 み に よ り 、 約 8.5％ 減 額 し ま し た が 、 扶 助 費 や 公 債

費 は 増 加 傾 向 に あ り ま す 。 今 後 、 高 齢 化 が 進 む こ と で 、 扶 助 費

は さ ら に 増 加 す る こ と が 予 想 さ れ ま す 。  

 
  

                                                   
※ 2 社 会 保 障 制 度 の 一 環 と し て 地 方 公 共 団 体 が 各 種 法 令 に 基 づ い て 実 施 す る 給 付 や ， 地 方 公 共

団 体 が 単 独 で 行 っ て い る 各 種 扶 助 に 係 る 経 費  

※ 3 地 方 公 共 団 体 が 発 行 し た 地 方 債 の 元 利 償 還 等 に 要 す る 経 費  
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〇 基 金  

基 金 と は 、 市 の 預 金 の よ う な も の で 、 大 き く 分 け る と ３ 種 類

あ り ま す 。 ひ と つ は 、 使 い 道 を 決 め て 貯 め て お く 「 特 定 目 的 基

金 ※ 4」 、 も う ひ と つ は 、 財 政 が 苦 し く な っ た 時 や 思 わ ぬ 出 費 の

た め の 「 財 政 調 整 基 金 ※ 5」 、 そ し て 、 借 入 金 を 繰 り 上 げ て 返 済

す る 時 や 計 画 的 に 返 済 す る 財 源 と す る た め の 「 減 債 基 金 ※ 6」 が

あ り ま す 。  

財 政 調 整 基 金 に つ い て 、 平 成 23年 度 か ら の 推 移 を み る と 、 平

成 29年 度 か ら 学 校 整 備 等 の 大 規 模 事 業 や 、 国 庫 支 出 金 の 減 少 に

よ り 減 少 傾 向 に あ り ま す 。 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 で 歳 入 不 足 を 補

っ て お り 、また、今後、少 子 高 齢 化 が 進 む こ と で 歳 入 の 減 少 や 、

扶 助 費 等 の 義 務 的 経 費 の 増 加 が 予 想 さ れ る た め 計 画 的 な 運 用 が

求 め ら れ ま す 。  

 
                                                   
※ 4 財 政 調 整 基 金 、 減 債 基 金 の 目 的 以 外 の 特 定 の 目 的 の た め に 財 産 を 維 持 し 、 資 金 を 積 み 立 て

る た め に 設 置 さ れ る 基 金 。 具 体 的 に は 、 庁 舎 等 の 建 設 の た め の 基 金 、 社 会 福 祉 の 充 実 の た

め の 基 金 、 災 害 対 策 基 金 等 。  

※ 5 地 方 公 共 団 体 に お け る 年 度 間 の 財 源 の 不 均 衡 を 調 整 す る た め の 基 金 。  

※ 6 地 方 債 の 償 還 を 計 画 的 に 行 う た め の 資 金 を 積 み 立 て る 目 的 で 設 け ら れ る 基 金 。  
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〇 市 債 残 高 

 平 成 23年 度 か ら の 推 移 を み る と 、 総 額 で 約 107億 円 、 約 64.5％

の 増 額 と な っ て い ま す 。 住 民 一 人 当 た り に 換 算 す る と 、 令 和 元

年 度 時 点 で 約 54.1万 円 と な っ て お り ま す 。  

 
 

３ ． 公 共 施 設 等 の 最 適 化 

 全 国 の 市 町 村 で は 、 高 度 経 済 成 ⾧ 期 と そ の 後 の 約 10年 間 に 集

中 的 に 整 備 し た 公 共 施 設 や イ ン フ ラ が 一 斉 に 改 修 、 更 新 時 期 を

迎 え て お り 、 将 来 的 に 、 多 額 の 更 新 費 用 が 必 要 に な る と 見 込 ま

れ ま す 。 本 市 に お い て も 、 小 学 校 の 校 舎 改 築 を は じ め 、 各 公 共

施 設 の 耐 震 補 強 等 を 進 め て い ま す が 、 改 修 ・ 更 新 に 至 っ て い な

い 施 設 も み ら れ ま す 。  

本 市 が 保 有 す る 公 共 施 設 等 の 全 体 の 状 況 を 把 握 し 、 ⾧ 期 的 な

視 点 で 更 新 ・ 統 廃 合 ・ ⾧ 寿 命 化 等 を 計 画 的 に 行 う こ と に よ り 、

財 政 負 担 の 軽 減 ・ 平 準 化 と 、 公 共 施 設 等 の 最 適 な 配 置 を 図 る 必

要 が あ り ま す 。  
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４ ． Ｉ Ｃ Ｔ ※ 7の 積 極 的 な 活 用  

人 口 減 少 、 少 子 高 齢 化 に よ り 生 産 年 齢 人 口 が 減 少 し 、 労 働 力

の 供 給 不 足 が 起 こ る こ と が 予 想 さ れ て お り 、 本 市 に お い て も 職

員 数 の 減 少 と そ れ に 伴 う 行 政 サ ー ビ ス の 低 下 が 懸 念 さ れ ま す 。  

今 後 、 安 定 し た 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 と 住 民 福 祉 の 水 準 を 維 持

し て い く た め に は 、 Ａ Ｉ ※ 8や Ｒ Ｐ Ａ ※ 9等 の Ｉ Ｃ Ｔ を 積 極 的 に 活

用 し 、 自 動 化 ・ 省 力 化 を 図 り 、 限 ら れ た 職 員 で 効 率 的 に 事 務 を

処 理 す る 体 制 の 構 築 が 必 要 と な っ て き て い ま す 。  

 

５ ． 職 員 の 定 員 ・ 配 置 適 正 化  

 こ れ ま で の 定 員 適 正 化 計 画 や 行 財 政 改 革 で の 取 り 組 み に よ り

職 員 数 及 び 人 件 費 の 大 幅 な 削 減 を 実 現 し ま し た 。 一 方 で 、 市 民

ニ ー ズ の 多 様 化 、 権 限 移 譲 に よ る 事 務 の 広 域 化 ・ 複 雑 化 、 災 害

へ の 対 応 等 、 職 員 一 人 あ た り の 業 務 負 担 は 増 加 傾 向 に あ り 、 ⾧

時 間 労 働 の 是 正 を 中 心 と し た 「 働 き 方 改 革 」 や 働 き や す い 職 場

環 境 の 整 備 、 「 ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス 」 の 実 現 を 図 る こ と

が 求 め ら れ て い ま す 。  

今 後 は 、 職 員 数 の 定 員 管 理 だ け で は な く 、 Ｉ Ｃ Ｔ の 活 用 等 さ

ら な る 業 務 の 効 率 化 を 図 り 、 行 政 サ ー ビ ス の 質 や 職 員 一 人 ひ と

り の 能 力 を 高 め る 必 要 が あ り ま す 。  

  

                                                   
※ 7  In fo rmat ion  and  Communic a t ion  Techno logy の 略 称 。 情 報 の 伝 達 ・ 共 有 に 焦 点 を あ て

た 、 人 と 人 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の た め の 情 報 伝 達 技 術 。  

※ 8  Ar t i f i c i a l  I n t e l l i gence の 略 称 。 人 工 知 能 の こ と 。  

※ 9  Robo t ic  Proc ess  Automat ion の 略 称 。 人 間 が パ ソ コ ン 上 で 行 っ て い る キ ー ボ ー ド や マ ウ

ス 等 の 端 末 操 作 を 記 録 し て 、 人 の 代 わ り に 自 動 で 作 業 す る ソ フ ト ウ ェ ア 。  
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第３章 行財政改革の基本的な考え方  

１ .行 財 政 改 革 大 綱 策 定 に あ た っ て  

（ １ ） 行 財 政 改 革 大 綱 の 位 置 づ け  

第 ４ 次 小 美 玉 市 行 財 政 改 革 大 綱 は 、 本 市 が 目 指 す ま ち づ く り

の 将 来 像 『 「 ひ と ・ も の ・ 地 域 」 が 輝 き  は ば た く  ダ イ ヤ モ

ン ド シ テ ィ ～ 見 つ け る 。 み が く 。 光 を あ て る 。 ～ 』 を 示 し た 、

最 上 位 計 画 に あ た る 「 小 美 玉 市 第 ２ 次 総 合 計 画 」 を 下 支 え し 、

着 実 に 実 現 す る た め の 具 体 的 手 法 を 示 す 指 針 と な る も の で す 。  

な お 、 本 大 綱 は 、 「 第 ２ 期 小 美 玉 市 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生

総 合 戦 略 」 や 「 小 美 玉 市 公 共 施 設 等 総 合 管 理 計 画 」 等 の 個 別 計

画 と の 整 合 を 図 る こ と と し ま す 。  

 

（ ２ ） 行 財 政 改 革 大 綱 の 推 進 期 間  

 令 和 ３ 年 度 か ら 令 和 ７ 年 度 ま で の ５ 年 間 と し ま す 。 た だ し 、

社 会 経 済 情 勢 の 変 化 等 に 応 じ て 、 必 要 な 時 点 で 見 直 し を 図 る も

の と し ま す 。  

２ .行 財 政 改 革 の 基 本 目 標  

厳 し い 財 政 状 況 の 中 、 経 営 視 点 を 持 っ て 、 簡 素 ・ 効 率 的 な 行

財 政 運 営 を 目 指 す 必 要 が あ り ま す 。  

 そ こ で 本 大 綱 の 基 本 目 標 を 「 小 美 玉 市 第 ２ 次 総 合 計 画 」 の 施

策 で あ る 「 効 率 的 な 行 財 政 の 運 営 」 と 定 め 、 全 庁 的 に 行 財 政 改

革 に 取 り 組 み ま す 。  
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３ .行 財 政 改 革 の 基 本 施 策  

「 小 美 玉 市 第 ２ 次 総 合 計 画 」 の 施 策 で あ る 次 の ６ 点 を 本 大 綱

の 基 本 施 策 と 定 め 、 行 財 政 改 革 に 取 り 組 み ま す 。  
 

（ １ ） 行 政 評 価 の 推 進 と 事 務 事 業 改 善  

 限 ら れ た 行 政 資 源 の 有 効 活 用 を 図 る た め 、 各 部 門 別 の 施 策 や

事 務 事 業 に つ い て 毎 年 度 評 価 し ま す 。 実 施 に あ た っ て は 、 分 か

り や す く 透 明 性 の 高 い 独 自 の 行 政 評 価 シ ス テ ム の 構 築 を 図 り ま

す 。 ま た 、 Ａ Ｉ や Ｒ Ｐ Ａ 等 の Ｉ Ｃ Ｔ の 積 極 的 な 活 用 や 事 務 事 業

の 適 切 な 管 理 ・ 見 直 し を 行 い 、 市 民 ニ ー ズ に 適 合 し た 質 の 高 い

行 政 サ ー ビ ス の 提 供 を 図 り ま す 。  
 

（ ２ ） フ ァ シ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト ※ 10の 推 進  

 土 地 ・ 建 物 等 の 資 産 を 総 合 的 に 管 理 す る と と も に 、 計 画 的 ・

効 率 的 な 管 理 運 営 ・ 利 活 用 を 推 進 し 、 「 小 美 玉 市 公 共 施 設 等 総

合 管 理 計 画 」 に 基 づ き 、 公 共 施 設 の 最 適 化 、 施 設 数 の 適 正 化 に

よ り 財 政 負 担 の 軽 減 を 図 り ま す 。  
 

（ ３ ） 公 平 で 透 明 な 入 札 執 行  

 入 札 ・ 契 約 事 務 の 公 平 性 ・ 透 明 性 ・ 競 争 性 の 向 上 並 び に 客 観

性 の 確 保 を 図 る た め 、 国 ・ 県 及 び 県 内 市 町 村 等 の 最 新 の 動 向 を

把 握 し 、 市 の 状 況 に 適 し た 制 度 の 改 正 等 に よ り 公 正 な 事 務 処 理

の 推 進 を 図 り ま す 。  
 

 

 

                                                   
※ 10 土 地 、 建 物 、 設 備 や 備 品 、 ま た そ れ ら が 形 成 す る 環 境 等 を 経 営 資 源 ・ 公 共 財 産 と し て 捉

え 、 効 率 的 に 運 用 す る 管 理 方 法 。  
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（ ４ ） 定 員 管 理 と 人 事 評 価  

 行 政 需 要 や 事 務 の 変 遷 、 各 分 野 へ の 配 置 数 等 に つ い て 現 場 の

意 見 把 握 に 努 め 、 職 員 数 の 全 体 管 理 、 組 織 機 構 の 見 直 し を 行 い

ま す 。 あ わ せ て 、 庁 内 研 修 や 研 修 派 遣 等 を 積 極 的 に 行 い 、 職 員

の 能 力 向 上 を 図 り ま す 。 さ ら に 、 人 事 評 価 を 適 切 に 運 用 し 職 員

の 人 材 育 成 を 図 り ま す 。  
 

（ ５ ） 健 全 な 財 政 運 営 の 推 進  

補 助 金 や 使 用 料 ・ 手 数 料 の 見 直 し 、 市 税 や ふ る さ と 応 援 寄 附

金 等 の 自 主 財 源 の 確 保 等 を 行 い 、 持 続 可 能 な 財 政 基 盤 の 確 立 と

運 営 の 推 進 を 図 り ま す 。  
 

（ ６ ） 広 域 行 政 の 推 進  

 多 様 化 、 高 度 化 及 び 広 域 化 す る 行 政 課 題 、 市 民 ニ ー ズ に 対 応

す る た め 、 茨 城 県 央 地 域 定 住 自 立 圏 ※ 1 1や 周 辺 自 治 体 と の 連 携 ・

協 力 関 係 の 維 持 発 展 に 努 め 、 関 連 施 策 の 推 進 を 図 り ま す 。  

    

                                                   
※ 11 目 指 す べ き 将 来 像 「 安 心 し て 住 み 続 け ら れ る 、 笑 顔 で 行 き 交 う 圏 域 」 を 掲 げ 、 そ の 実 現  

を 目 指 し 、 相 互 の 役 割 分 担 の 下 に 、 定 住 に 必 要 な 生 活 機 能 の 確 保 ・ 充 実 を 図 る と と も に  

地 域 の 活 性 化 に 努 め 、 持 続 可 能 な 圏 域 を 目 指 す た め 、 水 戸 市 、 笠 間 市 、 ひ た ち な か 市 、  

那 珂 市 、 小 美 玉 市 、 茨 城 町 、 大 洗 町 、 城 里 町 及 び 東 海 村 で 形 成 さ れ る 圏 域 の こ と 。  
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〇行財政改革大綱の体系図 

 

「ひと もの 地域」が輝き はばたく ダイヤモンドシティ

～見つける。みがく。光をあてる。～

効率的な行財政の運営

基本施策１

行政評価の推進と事務事業改善

基本施策２

ファシリティマネジメントの推進

基本施策３

公平で透明な入札執行

基本施策４

定員管理と人事評価

基本施策５

健全な財政運営の推進

基本施策６

広域行政の推進

本市が目指すまちづくりの将来像

基本目標
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第４章 行財政改革の推進体制と進行管理  

１ .  推 進 体 制 と 進 行 管 理  

（ １ ） 第 ４ 次 小 美 玉 市 行 財 政 改 革 実 施 計 画 の 策定  

第 ４ 次 行 財 政 改 革 大 綱 に 掲 げ た 基 本 目 標 及 び 基 本 施 策 を 着 実

に 実 行 す る た め 、 具 体 的 な 数 値 目 標 等 を 設 定 し た 実 施 計 画 （ 集

中 改 革 プ ラ ン ） を 策 定 し ま す 。  

（ ２ ） 推 進 体 制  

   

（ ３ ） 進 行 管 理 と 公 表  

実 施 計 画 （ 集 中 改 革 プ ラ ン ） に 実 効 性 を 持 た せ る た め 、 行 財

政 改 革 推 進 本 部 に お い て 進 行 管 理 を 行 い ま す 。 進 行 管 理 で は 、

実 績 に 対 す る 検 証 ・ 評 価 を 行 い ま す 。  

 な お 、 進 捗 状 況 や 成 果 に つ い て は 、 行 財 政 改 革 懇 談 会 に 報 告

し 意 見 を 求 め る と と も に 、 市 の ホ ー ム ペ ー ジ や 広 報 誌 等 を 活 用

し 、 市 民 に 対 し 公 表 し ま す 。
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